


○無害化処理認定制度について

 無害化処理認定制度（廃棄物処理法第 15 条の 4 の 4）とは、アスベスト（石綿）な

ど、人の健康または生活環境に係る被害を生ずる恐れがある性状を有する産業廃棄物と

して環境省令で定めるものに対し、高度な技術を用いた無害化処理を行おうとする者が

環境大臣の認定を受けることができる制度であり、平成 21 年度から PCB が無害化処理

認定の対象となる産業廃棄物に追加され、微量 PCB 汚染廃電気機器等の処理についての

認定が行われた。平成 24 年 8 月 10 日の告示改正により、PCB 濃度が 5,000mg/kg(ppm)

以下の低濃度 PCB 含有廃棄物が認定対象に追加された。この改正は高濃度 PCB 廃棄物を

処理する JESCO において処理停滞の要因となっていた、処理過程で発生する二次廃棄物

（作業員の保護具や排気処理に用いる活性炭など）の処理を推進することを念頭として

行われたものであった。 

告示改正後、平成 25 年１月に PCB 濃度が 5,000ppm 以下の低濃度 PCB 廃棄物にかかる

無害化処理認定の第 1 号が取得されて以降、微量 PCB 汚染廃電気機器等または低濃度

PCB 含有廃棄物の無害化処理認定及び都道府県知事等の許可を取得した施設は、全国で

26 施設となっている。 

○桑名市源十郎新田事案において発生する PCB 廃棄物

桑名市源十郎新田事案で発生が想定される PCB 廃棄物は別紙 1の通りである。本事案

においては、高濃度 PCB 廃棄物と低濃度 PCB 廃棄物のいずれも発生が想定され、平成

23 年度の掘削調査で確認された高圧コンデンサの素子（PCB 最高濃度 11,000ppm）や

5,000ppm を超える廃油（PCB 最高濃度 9,600ppm）は、高濃度 PCB 廃棄物に該当する。

一方、PCB 濃度が 5,000ppm 以下の廃油や、当該廃油が付着した廃棄物は、低濃度 PCB

廃棄物に該当する。 

 本事案の発覚当初、JESCO の PCB 廃棄物処理事業基本計画では、三重県の高濃度 PCB

廃棄物については JESCO 豊田事業所で処理することと定められていたが、本事案で発生

するコンデンサ素子のような廃棄物は、JESCO 豊田事業所の受入品目としては定められ

ておらず、実際には処理委託先が存在しない状況であった。しかし、平成 26年 6月 17

日に PCB 廃棄物処理事業基本計画の変更が認可されたことにより、JESCO 豊田事業所で

処理できない高濃度 PCB 廃棄物については、JESCO 北九州事業所での広域処理が可能と

なり、処理委託先について検討できる状況となりつつある。低濃度 PCB 廃棄物について

は、事案発覚当初は無害化処理認定制度が存在せず、また、平成 21 年の無害化処理認

定制度制定時においても、微量 PCB 汚染廃電気機器等の処理のみが認定対象であったこ

とから、本事案の低濃度 PCB 廃棄物の処理委託先は存在しない状況であった。しかし、

平成 24 年 8 月 10 日の告示改正により、PCB 濃度が 5,000ppm 以下の低濃度 PCB 含有廃

棄物が認定対象に追加されたことから、処理委託先について検討できる状況となりつつ

ある（図 4）。 

そこで、本事案において発生が想定される別紙 3の低濃度 PCB 廃棄物の処理の可否に

ついてアンケート調査等を行ったところ、全国 26 事業者のうち、廃油については 13事

業者、廃プラスチックや金属くず等の可燃・不燃物については 9事業者、汚泥について

は 12 事業者から処理可能との回答を得ているが、処理委託先の選定にあたっては、処

理能力の検討や関係自治体との事前協議など考慮する必要がある。 

図 4 本事案で発生する PCB 廃棄物と処理先
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